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リモートスタッフ採用支援サービス利用約款  

 

第１条（本約款の目的及び本契約の成立） 

１ 本約款は、株式会社 CONNEXT（以下「当社」

という。）が販売する株式会社アイドマ・ホー

ルディングス（以下｢アイドマ・ホールディン

グス｣という。）が提供するサイトである「マ

マワークス」（以下「本サイト」という。）に

おいて求人情報を掲載するサービス（以下「本

サービス」という。）の利用を目的とするリモ

ートスタッフ採用支援サービス利用契約 （以

下「本契約」という。）の内容について定めた

ものである。  

２ 本約款は、当社の定める手続にしたがい本契

約を申し込んだ時点から、当該申込者及び当社

に効力を及ぼすものとする。なお、当該申込者

が本契約の申込みをした時点で、本約款の内容

を承諾したものとみなす。  

３ リモートスタッフ採用支援サービス申込書

（以下、単に「申込書」という。）に記載のう

え 当社に提示する方法により本契約を申し込

み、当社が当該申し込みを承諾して 本サイト上

の管理画面のＩＤを付与した時点で、当該申し

込みをした者（以下「利用者」という。）と当

社との間で、申込書の内容及び本約款の内容に

よる本契約が成立するものとする。  

第２条（本サービスの内容）  

本契約に基づく本サービスとして、利用者

は、求人情報の掲載開始日から３０日間、本サ

イトに求人情報を掲載することができる。 

第３条（利用料金及び支払方法）  

１ 利用者が当社に対して支払う本サービスの利

用料金は、申込書の「①プラン・料金」 欄記載

のとおりとする。  

２ 利用者は当社に対して、前項の利用料金を、

申込書の「③お支払い」欄記載の支払日まで

に、一括して、または、分割して、当社の指定

する銀行口座に 振り込む方法により支払うも

のとする。ただし、振込手数料は利用者の負担

と する。  

第４条（求人情報の審査）  

１ 利用者は、本サイトへの掲載を希望する求人

情報について、次の各号のいずれかに該当する

内容としてはならない。  

（１）事業内容や募集内容が法令に抵触するもの  

（２）報酬ないし給与を通貨以外で支払うもの  

（３）労働法（労働基準法・労働安全衛生法・

職業安定法・男女雇用機会均等法・ 最低賃金

法・労働者派遣業法など)やこれらに関する通

達に抵触するもの  

（４）社会倫理または社会秩序に反するもの  

（５）虚偽・誇大または不正確な表現で求職者

に誤解を与えるもの  

（６）射幸心をあおる、迷信に類する、わいせ

つ・醜悪など不快感を与える、差別的表現な

ど、社会通念上問題があるとみなされるもの  

（７）第三者の著作権（翻訳権、翻案権、二次

的著作物の利用に関する権利、著作者人格権

および著作隣接権を含む。）や商標権等の知

的財産権、名誉・信用・ プライバシー・肖像

権等の人格的権利、または契約により設定さ

れた権利などを侵害するもの  

（８）その他、アイドマ・ホールディングスが定

める広告掲載規定に違反 するもの  

２ 利用者は、本サイトに掲載する求人情報につ

いて、事前に当社およびアイドマ・ホールディ

ングスに開示のうえ、当社およびアイドマ・ホ

ールディングスの許可を得る必要があるものと

し、当社およびアイドマ・ホールディングス

は、審査のうえ、当該求人情報が 前項各号に該

当し、または、該当するおそれがあると判断し

た場合には当該求人情報の掲載許可をしないこ

とがある。 なお、この場合、利用者は、当社お

よびアイドマ・ホールディングスに対して、 当

該不許可に関して何らの請求をすることができ

ない。 

３ 当社およびアイドマ・ホールディングスは、

許可をした求人情報について、改めて審査のう

え不許可とする場合があり、この場合には、利

用者は、当社およびアイドマ・ホールディング

スの要請に従い当該求人情報の修正ないし削除

をしなければならない。なお、この場合、利用

者は、当社およびアイドマ・ホールディングス

に対して、 当該不許可に関して何らの請求を

することができない。  

４ 前２項に定める審査に利用する目的で、当社

が利用者に対して、利用者の属性等、利用者に

関する情報の開示を要請した場合、利用者は正

当な理由がない限り、速やかに、当該情報を当

社に開示しなければならない。なお、利用者が 
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当該開示をしない場合、当社は、原則として前

２項の許可をしないものとする。  

第５条（利用者の義務）  

１ 利用者は、当社が付与した本サイトの管理画

面のＩＤ及びパスワードについ て、利用者の

責任において厳重に管理するものとし、漏洩等

がされた場合には 当社に対して直ちに通知

し、当社の指示に従わなければならない。な

お、当該 漏洩等に起因して利用者等に損害が

発生した場合、当社は一切責任を負わないもの

とする。  

２ 利用者は、本サイトに掲載された求人情報

を        

閲覧した求職者が応募した場合 （以下、当該応 

 募をした求職者を「応募者」という。）、当該

応募日から３営業 日以内に応募情報を確認して 

選考を実施し、当該応募者の採否の結果につい 

て 応募日から１週間を目途に応募者へ通知し

なければならない。  

３ 利用者は、前項の選考の際、応募者を性別、

年齢その他の属性により差別的に取り扱っては

ならない。  

４ 利用者は、応募者の承諾がない限り、応募者

に対して、本サイトに掲載された求人情報と異

なる内容の条件提示をしてはならない。  

５ 利用者が採用を決定した応募者については、

利用者と当該応募者との間で雇用契約または業

務委託契約等を締結するものとし、当社は当該

契約の締結及び 当該契約に基づく業務の履行

等について一切責任を負わないものとする。 

６ 利用者と応募者との間でトラブル等が発生した

場合には利用者と応募者の間で解決するものと

し、当社に対して迷惑をかけないものとする 

第６条（本サービス利用の中止・終了）  

１ 当社は、次のいずれかに該当すると判断した場

合、事前の告知等なしに、利用者による本サイト

における求人情報の掲載の中止・終了をすること

ができる。  

（１）掲載された求人情報が、第４条１項各号に該

当するとき  

（２）利用者が第４条３項の要請に従わないとき  

（３）利用者が第３条に定める利用料金の支払い

を遅滞したとき  

（４）利用者が前条に定める義務その他の本契約

に定める義務に違反したとき  

２ 前項に基づき求人情報の掲載の中止・終了がさ

れた場合でも利用期間は中断しないものとし、

利用者は当社に対して第３条に定める利用料金

全額を支払わなければならず、当社に対して何

らの請求をすることができないものとする。 

 第７条（本サービス利用に関する留意事項）  

１ 利用者は、本契約に関して以下の事項を承

諾する。  

（１）当社は、利用者に対して、善管注意義務

をもって本サービスを提供するが、利用者が

希望する成果ないし結果（求職者の応募の有

無、応募者の採用の有無、応募者の能力・身

元等を含む。）を何ら保証するものではない

こと。  

（２）応募者による応募情報は、当該応募者の責

任において作成されたものであ り、その内容に

ついて当社は何ら保証しないこと。  

（３）当社およびアイドマ・ホールディングスが

第４条２項の許可をした場合でも、当該求人情

報の適法性等を保証するものではないこと。  

（４）当社は、本契約に基づく当社の業務に関し

て、当社の責任のもと、当社と雇用契約または

業務委託契約を締結した第三者に委託する場合

があること。  

（５）利用者は、利用期間中、本サービスの全部

または一部を利用しない場合（利用者の意思に

基づく場合、第４条２項または３項の不許可や

前条に基づく掲載の中止・終了などの理由によ

り本契約に定める利用期間または職種数の求人

情報が本サイトに掲載されない場合や、オプシ

ョンサービスを利用しない 場合を含む。）で

も、それにより利用料金の減免はされないこ

と。  

（６）利用者が当社に対して既に支払った利用料

金は、理由の如何を問わず、一切返金されない

こと。  

（７）本契約の一部だけを解除ないし解約できない

こと。  

２ 利用者は、第１２条に定める場合を除き、理由

の如何を問わず、本契約の解 除・解約ができな

いものとする。  

第８条（権利の譲渡等の禁止）  

１ 当社及び利用者は、相手方の事前の書面による

承諾なく、本契約上の地位、 及び、本契約に関

する一切の権利義務を第三者に譲渡・承継し、ま

たは担保の目的に供してはならない。  

２ 利用者は、利用者の役職員以外の第三者に対し

て、本サービスの全部または一部を利用させては

ならない。  
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第９条（知的財産権の帰属・使用）  

１ 利用者は、当社が、本サービス提供の一環と

して、作成または利用者に提供する資料、報告

書、営業ノウハウを含む全ての情報データ・物

理的化体物に関する著作権、著作隣接権その他

一切の知的財産権（利用者が変更、改変、修正 

などをしたものも含む。なお、利用者が本契約

締結前に独自に有していたものを除く。）は、

当社またはアイドマ・ホールディングスに帰属

することを承諾する。  

２ 利用者は、本契約終了前後を問わず、当社ま

たはアイドマ・ホールディングスの事前の書面

による承諾なく、前項の知的財産権を使用でき

ず、また、第三者をして使用させてはならな

い。  

第１０条（個人情報）  

１ 利用者は、応募者（採用に至らなかった者も

含む。）の氏名、職務経歴等の個人情報（以下

「個人情報」という。）を厳重に管理し、利用

者の採用選考に直接関与する部門の役職員以外

の第三者に開示ないし漏洩せず、また、当該応

募者の採用選考目的以外の目的には使用しては

ならない。  

２ 利用者は、応募者の採用選考業務の全部また

は一部を第三者に委託する場合 は、事前に当社

の承諾を得なければならない。この場合、利用

者は当該第三者において個人情報の管理が図ら

れるように、利用者の責任において、当該第三 

者に対して、前項と同様の義務を遵守させなけ

ればならない。  

第１１条（秘密保持）  

１ 当社及び利用者は、相手方の事前の書面による

承諾なく、相手方から開示を受けた秘密情報をい

かなる第三者に対しても開示もしくは漏洩せず、

または、 本サービスの提供または利用以外の目

的で使用してはならないものとする。  

２ 前項の秘密情報とは、本契約に関し、相手方か 

ら、口頭、文書、電磁的記録媒体、その他、方

法の如何を問わず開示を受けた営業上、技術 上

の情報をいう。 ただし、以下の情報はこの限り

ではない。  

（１）当該情報の開示を受け、または、当該情報

を知った時点で既に公知であった情報  

（２）当該情報の開示を受け、または、当該情報

を知った後、自己の責めによらず公知となった

情報  

（３）当該情報の開示を受け、または、当該情

報を知った時点で既に自己が合法的に保有して

いた情報  

（４）相手方により開示された情報によらずし

て独自に開発、または、創作した情報  

（５）当該情報の開示を受け、または、当該情

報を知った後、特に機密保持義務 に服しない

と認められる第三者より適法に開示を受けた情

報 

３ 第１項の規定にかかわらず、当社及び利用

者 

は、法令規則上の義務または政府機関、裁判  

所、金融商品取引所その他の公的機関からの要 

請に基づく場合は、 当該義務または要請の範囲 

内で秘密情報を開示することができるものとす 

る。  

４ 当社及び利用者は、前項の開示をする場合、

開示者は、開示に先立ち、相手 方に対して、

開示をすること、その理由、及び、開示をする

秘密情報の内容を 報告するものとする。な

お、開示に先立って当該報告が行えない場合に

は、開 示後直ちに報告をするものとする。  

５ 当社及び利用者は、第１項に定める秘密保持

義務を遵守するため、善良なる 管理者の注意を

もって秘密情報を保管、管理するものとする。  

６ 当社及び利用者は、相手方から開示を受けた秘

密情報について、相手方の事 前の書面による承

諾なく、複製または改変してはならない。ただ

し、当社は、 本サービスの提供に必要な範囲内

において、利用者から開示を受けた秘密情報 を

複製ないし改変することができるものとする。  

第１２条（解除）  

１ 当社及び利用者は、相手方が次の各号の１つ

に該当した場合、催告なしに直 ちに、相手方

に対する通知をもって本契約を解除することが

できる。  

（１）破産手続開始、民事再生手続開始、会社

更生手続開始もしくは特別清算手続開始の申

し立てをし、または第三者からこれらの申立

てを受けたとき 

（２）振出または引受に係る手形または小切手

が不渡りとなったとき  

（３）支払いを停止し、または支払不能となっ

たとき  

（４）第三者より、仮差押、仮処分、民事執

行、担保権実行または滞納処分の申 立等を受

けたとき  

（５）資産状態または資金繰りが著しく悪化した 
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とき  

（６）解散、合併、重要な事業の譲渡または経

営主体に重大な変更があったとき  

（７）社会的信用を著しく害する事由が生じた

とき  

２ 当社及び利用者は、相手方が、本契約に定め

る義務に違反し、相当の期間を定めて催告して

もなおその期間内に違反状態が是正されないと

きは、相手方に 対する通知をもって本契約を

解除することができる。  

第１３条（期限の利益の喪失等）  

当社及び利用者は、自身が前条１項各号の

１つに該当した場合、または、本契約に定める

義務に違反した場合、相手方に対する金銭債務

について、相手方からの通知・催告なしに、当

然に期限の利益を喪失するものとする。  

第１４条（遅延損害金）  

当社及び利用者は、相手方に対する金銭債務

の支払いを怠った場合には、支 払期日の翌日

から支払日まで年１４．６％の割合による遅延

損害金を支払うも のとする。  

第１５条（損害賠償）  

当社及び利用者は、相手方が本契約に定める

義務に違反した場合、または、 故意もしくは過

失により相手方に損害を生じさせた場合、相手

方に対して損害賠償（訴訟費用、弁護士費用そ

の他解決に係る費用を含む。）を請求すること

ができる。  

第１６条（本サービスの中断）  

１ 当社は次のいずれかに該当すると判断した場

合、利用者への事前の通知をすることなく一時的

に本サービスの提供を中断することができるもの

とする。  

（１）天災、事変、その他の非常事態が発生し、

または発生するおそれがあり、 本サービス提 

供ができなくなった場合  

（２）緊急保守等本サービスにおけるシステム

の運営上やむを得ない事由が生じた場合  

（３）その他、当社が必要と認めた場合  

２ 前項に基づく本サービスの提供を中断した場

合、当社は、利用者に対して、 当該中断期間と

同期間、利用期間を延長するものとする。  

３ 利用者は、第１項の中断に関して、前項の延

長を除いて、当社に対して、何らの請求もする

ことができない。  

第１７条（反社会的勢力の排除）  

１ 利用者は、当社に対して、次の各号に定める

事項を表明し、保証する。  

（１）自身（その取締役、執行役またはこれらに

準ずる者を含む。以下、本条において同じ。）

が以下の各号に該当する者（以下「反社会的勢

力」という。） ではないこと、及び、過去５

年間において反社会的勢力ではなかったこと  

① 暴力団  

② 暴力団員  

③ 暴力団準構成員  

④ 暴力団関係企業  

⑤ 総会屋等  

⑥ 社会運動等標ぼうゴロ  

⑦ 政治活動等標ぼうゴロ  

⑧ 特殊知能暴力集団  

⑨ その他、前各号に準ずる者  

（２）自身が反社会的勢力と以下の各号の１つ

にでも該当する関係を有していな いこと、及

び、過去５年間において当該関係を有してい

なかったこと 

① 反社会的勢力が経営を支配していると認め

られる関係  

② 反社会的勢力が経営に実質的に関与してい

ると認められる関係  

③ 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を

図り、または第三者に損害を 加えるなど、反

社会的勢力を利用していると認められる関係  

④ 反社会的勢力に対して資金等を提供し、ま 

たは、便宜を供与するなどの関 与をしている 

と認められる関係 

⑤ その他、役員等または経営に実質的に関与

している者が、反社会的勢力 と社会的に非難

されるべき関係を有していると認められる関

係  

（３）自身または第三者を利用して、当社に対

して、以下の各号の一にでも該当する行為を

しないこと  

① 暴力的な要求行為  

② 法的な責任を超えた不当な要求行為  

③ 脅迫的な言動や暴力を用いる行為  

④ 風説を流布し、偽計または威力を用いて相手

方の信用を棄損し、または当社の業務を妨害す

る行為  

⑤ その他、前各号に準ずる行為  

２ 利用者は、自身について、前項に反する違反

を発見した場合、または、そのおそれがあるこ

とが判明した場合には、直ちに当社にその事実

を報告しなければならない。  
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３ 当社は、利用者が前２項に違反した場合、催

告その他何らの手続を要することなく、本契約

を解除することができるものとする。  

第１８条（準拠法）  

本契約は、日本法に準拠して解釈判断されるもの

とする。  

第１９条（管轄裁判所）  

本契約に関する一切の訴訟は、東京地方裁判所

または東京簡易裁判所を第一 審の専属的合意管

轄裁判所とする。  

第２０条（残存条項）  

本契約終了後も、第３条、第５条、第６条２

項、第７条１項、第８条ないし 第１１条、第１

３条ないし第１５条、第１６条３項、第１８

条、第１９条、 第２２条及び第２３条の規定

は、引き続き効力を有するものとする。  

第２１条（約款の変更）  

１ 当社は、本約款の内容を、当社の判断に基づ

き、利用者に対する事前の予告なく変更する

ことがある。この場合、変更された約款は当

社のウェブサイト （https://connext.co.jp/）

に掲載し、変更後の約款の改定日が到来した

ことをもって、変更後の内容の効力が発生す

るものとする。ただし、当該変更内容が本サ

ービスの基本的な事項に関わる場合、当社

は、当社が別途定める方法により、事前に利

用者に対し変更の内容等を通知するものとす

る。  

２ 前項の掲載日と通知日のうち、いずれか早い

時点から１週間以内に、利用者 が当社に対し

て書面により異議を申し立てなかった場合、利

用者は、当該変更 後の約款の内容に承諾した

ものとみなす。  

３ 利用者が、前項の期間内に、当社に対して、書

面により異議を申し立てた場合、当社と利用者

は協議をしたうえで解決を図るものとする。  

第２２条（本約款の有効性）  

本約款のうち、その一部が違法、不当、その他何

らかの理由により無効であると判断された場合で

も、他の部分の有効性には影響を及ぼさないもの

とする。  

第２３条（完全合意）  

本約款の内容は、本契約成立以前、または、契

約と同時に存在する、書面、口頭による当社と

利用者の間の一切の通知、連絡、及び合意等に

優先する。ただし、当社及び利用者が、書面に

より本約款の規定を排除する旨の合意をした場

合にはこの限りではない。  

付則  

本約款は 2023年 10 月 1 日から施行する。 

https://connext.co.jp/

